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第第７７  人人材材のの確確保保とと資資質質のの向向上上及及びび業業務務のの効効率率化化とと質質のの向向上上 

＜現状と課題＞ 

○ 福祉・介護現場では離職率が高く、労働移動が激しい状況にあり、有効求人

倍率は全職種と比較して高い水準にあります。介護人材の需給推計によれば、

令和７(2025)年には2,420人、令和22(2040)年には2,707人の介護職員が不足

する見込みであり、介護人材の確保は喫緊の課題です。 

○ 少子高齢化の進行等により、生産年齢人口が減少する一方で、県民の福祉・

介護ニーズはますます多様化・高度化することが見込まれるため、これに対

応できる質の高い人材の計画的・安定的な養成と定着を図ることが必要です。 

○ 人材の確保と定着のためには、労働条件や職場環境の改善が重要です。本県

における介護職員処遇改善加算の取得割合は、全国平均より低いため、加算

の取得による処遇改善の一層の推進が必要です。 

○ また、生産年齢人口の減少により、介護分野の人的制約が強まる中、ケアの

質を確保しながら必要なサービス提供が行えるようにするため、業務の効率

化及び質の向上に取り組んでいくことが必要です。 

＜六次プランの数値目標の達成状況＞ 

（単位：人） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 見込値(R2年度) 達 成 率 

県福祉人材センターの有効

求職登録者数（月平均） 
200 225 294 376.0％ 

▼ 県福祉人材センターの有効求職登録者数は、概ね順調に推移し、目標を達成する見込みです。 

（単位：人） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 直近値(R1年度) 達 成 率 

介護支援専門員登録者数（累計） 8,976 10,000 9,461 47.4％ 

▼ 介護支援専門員登録者数は減少傾向にあり、目標のペースを下回っていますが、引き続き、

関係機関等と連携しながら、介護支援専門員の養成に取り組みます。 

（単位：人） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 直近値(R1年度) 達 成 率 

介護職員初任者研修修了者数（累計） 3,893 7,400 5,613 49.0％ 

▼ 介護職員初任者研修修了者数は目標のペースを下回っていますが、引き続き、訪問介護員の

養成に取り組みます。 

（単位：件） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 見込値(R2年度) 達 成 率 

医療的ケアを実施できる 

介護職員等の認定件数 
3,585 4,281 4,336 107.9％ 

▼ 認定件数は順調に推移し、目標を達成する見込みです。 
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１ 福祉・介護人材の養成と確保 

 拡大、多様化する福祉・介護ニーズに的確に対応できるよう、学生等の新たな人

材の参入促進や離職した介護人材の呼び戻し等、多様な人材の確保・育成に取り組

むとともに、福祉・介護分野の魅力発信による職業イメージの向上や有資格者の着

実な養成等に努めます。 

 

(1) 福祉・介護人材の安定的な確保 

学校教育や労働分野における関係機関等との緊密な連携により、福祉・介護

の仕事を目指す人材の安定的な確保を図ります。 

   

ア 新たな人材の参入促進 

○ 介護福祉士養成施設の学生に対する修学資金の貸付、事業所におけるイ

ンターンシップの実施、複数の事業所が合同で行う就職フェア等への支援

を行い、福祉・介護職場への就業を促進します。 

○ 介護未経験者の中高年齢者をはじめとした地域住民等の多様な人材の参

入を促進するため、入門的な研修や職場体験の機会を提供するとともに、

高齢者が介護助手として働ける環境の整備を図ります。 

○ 介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある外国人留学生に対して県内介護

施設等が給付する奨学金等の一部を助成する取組等を進めることにより、

外国人介護人材の確保を図ります。 

○ 県福祉人材センターにおいて、公共職業安定所等と緊密な連携を図りな

がら、就業に関する相談や情報提供、職業紹介等を実施します。 

 

〔数値目標23〕県福祉人材センターの有効求職登録者 

指    標 令和元年度 
(2019) 

令和５年度(目標値) 
(2023) 

県福祉人材センターの有効求職登録者数（月平均） 294人 366人 

＜取組方針＞ 

 少子高齢化の進行等により、生産年齢人口は減少する一方で、県民の福祉・介

護ニーズはますます増加し、人材不足が見込まれることから、中長期的な視点に

立って、質の高い人材を安定的に養成・確保、資質の向上や働きやすい環境づく

りに取り組むとともに、業務の効率化及び質の向上を促進します。 
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第第７７  人人材材のの確確保保とと資資質質のの向向上上及及びび業業務務のの効効率率化化とと質質のの向向上上 

＜現状と課題＞ 

○ 福祉・介護現場では離職率が高く、労働移動が激しい状況にあり、有効求人

倍率は全職種と比較して高い水準にあります。介護人材の需給推計によれば、

令和７(2025)年には2,420人、令和22(2040)年には2,707人の介護職員が不足

する見込みであり、介護人材の確保は喫緊の課題です。 

○ 少子高齢化の進行等により、生産年齢人口が減少する一方で、県民の福祉・

介護ニーズはますます多様化・高度化することが見込まれるため、これに対

応できる質の高い人材の計画的・安定的な養成と定着を図ることが必要です。 

○ 人材の確保と定着のためには、労働条件や職場環境の改善が重要です。本県

における介護職員処遇改善加算の取得割合は、全国平均より低いため、加算

の取得による処遇改善の一層の推進が必要です。 

○ また、生産年齢人口の減少により、介護分野の人的制約が強まる中、ケアの

質を確保しながら必要なサービス提供が行えるようにするため、業務の効率

化及び質の向上に取り組んでいくことが必要です。 

＜六次プランの数値目標の達成状況＞ 

（単位：人） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 見込値(R2年度) 達 成 率 

県福祉人材センターの有効

求職登録者数（月平均） 
200 225 294 376.0％ 

▼ 県福祉人材センターの有効求職登録者数は、概ね順調に推移し、目標を達成する見込みです。 

（単位：人） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 直近値(R1年度) 達 成 率 

介護支援専門員登録者数（累計） 8,976 10,000 9,461 47.4％ 

▼ 介護支援専門員登録者数は減少傾向にあり、目標のペースを下回っていますが、引き続き、

関係機関等と連携しながら、介護支援専門員の養成に取り組みます。 

（単位：人） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 直近値(R1年度) 達 成 率 

介護職員初任者研修修了者数（累計） 3,893 7,400 5,613 49.0％ 

▼ 介護職員初任者研修修了者数は目標のペースを下回っていますが、引き続き、訪問介護員の

養成に取り組みます。 

（単位：件） 

指 標 平成28年度 目標値(R2年度) 見込値(R2年度) 達 成 率 

医療的ケアを実施できる 

介護職員等の認定件数 
3,585 4,281 4,336 107.9％ 

▼ 認定件数は順調に推移し、目標を達成する見込みです。 
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１ 福祉・介護人材の養成と確保 

 拡大、多様化する福祉・介護ニーズに的確に対応できるよう、学生等の新たな人

材の参入促進や離職した介護人材の呼び戻し等、多様な人材の確保・育成に取り組

むとともに、福祉・介護分野の魅力発信による職業イメージの向上や有資格者の着

実な養成等に努めます。 

 

(1) 福祉・介護人材の安定的な確保 

学校教育や労働分野における関係機関等との緊密な連携により、福祉・介護

の仕事を目指す人材の安定的な確保を図ります。 

   

ア 新たな人材の参入促進 

○ 介護福祉士養成施設の学生に対する修学資金の貸付、事業所におけるイ

ンターンシップの実施、複数の事業所が合同で行う就職フェア等への支援

を行い、福祉・介護職場への就業を促進します。 

○ 介護未経験者の中高年齢者をはじめとした地域住民等の多様な人材の参

入を促進するため、入門的な研修や職場体験の機会を提供するとともに、

高齢者が介護助手として働ける環境の整備を図ります。 

○ 介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある外国人留学生に対して県内介護

施設等が給付する奨学金等の一部を助成する取組等を進めることにより、

外国人介護人材の確保を図ります。 

○ 県福祉人材センターにおいて、公共職業安定所等と緊密な連携を図りな

がら、就業に関する相談や情報提供、職業紹介等を実施します。 

 

〔数値目標23〕県福祉人材センターの有効求職登録者 

指    標 令和元年度 
(2019) 

令和５年度(目標値) 
(2023) 

県福祉人材センターの有効求職登録者数（月平均） 294人 366人 

＜取組方針＞ 

 少子高齢化の進行等により、生産年齢人口は減少する一方で、県民の福祉・介

護ニーズはますます増加し、人材不足が見込まれることから、中長期的な視点に

立って、質の高い人材を安定的に養成・確保、資質の向上や働きやすい環境づく

りに取り組むとともに、業務の効率化及び質の向上を促進します。 
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イ 離職した介護人材の呼び戻し 

○ 離職した介護人材の届出システムを活用した事業所とのマッチング、知

識や技術を再確認するための研修、再就職準備金の貸付などにより、福祉・

介護職場への再就職を促進します。 

 

ウ 学校教育等との連携による将来的な担い手の育成 

○ 教育委員会や事業者団体等と連携・協力し、学校でのキャリア教育・職

業教育の場等における、職場見学・職場体験活動、福祉・介護に関する学

習、福祉ボランティア活動などの取組を進めることにより、早い段階から

の福祉・介護分野に対する理解を深め、将来的な福祉・介護分野の担い手

の育成を図ります。 

 

エ 福祉・介護の魅力発信による職業イメージの向上 

○ 福祉・介護の仕事の魅力を社会全体、特に将来の担い手となる学生や保

護者・教員に向けて発信し、福祉・介護分野の理解促進やイメージアップ

に努めます。 

 

オ 介護事業者による主体的な取組促進 

○ 個々の事業者の人材確保・育成の取組状況を求職者側から「見える化」

することにより、事業者の意識改革と介護人材の確保を図る認証評価制度

である「やまぐち働きやすい介護職場宣言制度」により、介護事業者の主

体的な人材確保・育成の取組を促進します。 

 

【図3-Ⅰ-7-1】やまぐち働きやすい介護職場宣言ロゴマーク 
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(2) 福祉・介護人材の養成 

要支援・要介護認定者の増加などに伴い、拡大、多様化する介護ニーズに対

応できるよう、関係機関・団体等と連携しながら、介護支援専門員、社会福祉

士等の着実な養成に取り組み、質の高い人材の安定的な確保を図ります。 

 

＜介護支援専門員（ケアマネジャー）＞ 

○ 「実務研修受講試験」合格者に対する実務研修を行うとともに、潜在的

有資格者等に対する再研修や実務者の資格更新に係る研修等を実施し、専

門的人材の養成・確保を図ります。 

【図3-Ⅰ-7-２】介護支援専門員の資格・研修体系の概要 

 

 

〔数値目標24〕介護支援専門員登録者 

指    標 令和元年度 
(2019) 

令和５年度(目標値) 
(2023) 

介護支援専門員登録者数（累計） 9,461人 10,000人 

 

＜社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士＞ 

○  保健福祉系大学等と連携を図りながら、社会福祉士、介護福祉士及び精
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イ 離職した介護人材の呼び戻し 

○ 離職した介護人材の届出システムを活用した事業所とのマッチング、知

識や技術を再確認するための研修、再就職準備金の貸付などにより、福祉・

介護職場への再就職を促進します。 

 

ウ 学校教育等との連携による将来的な担い手の育成 

○ 教育委員会や事業者団体等と連携・協力し、学校でのキャリア教育・職

業教育の場等における、職場見学・職場体験活動、福祉・介護に関する学

習、福祉ボランティア活動などの取組を進めることにより、早い段階から

の福祉・介護分野に対する理解を深め、将来的な福祉・介護分野の担い手

の育成を図ります。 

 

エ 福祉・介護の魅力発信による職業イメージの向上 

○ 福祉・介護の仕事の魅力を社会全体、特に将来の担い手となる学生や保

護者・教員に向けて発信し、福祉・介護分野の理解促進やイメージアップ

に努めます。 

 

オ 介護事業者による主体的な取組促進 
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(2) 福祉・介護人材の養成 
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【図3-Ⅰ-7-２】介護支援専門員の資格・研修体系の概要 
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神保健福祉士の養成・確保に努めます。 

○ 介護福祉士修学資金貸付制度等により、介護福祉士の安定的な養成・確

保を図ります。 

 

【表 3-Ⅰ-7-1】社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士養成施設等の状況 

（令和２(2020)年４月１日） 

区    分 施設数 総定員 入学定員 

社会福祉士養成施設等             ５ 940人 285人 

介護福祉士養成施設等             ９ 618人 256人 

精神保健福祉士養成施設等 ２ 180人  30人 

        (注) １)「社会福祉士養成施設等」には、社会福祉士国家試験受験資格が取得可能な大学等を含む。 
           ２)「介護福祉士養成施設等」には、福祉系高校を含む。 
           ３)「精神保健福祉士養成施設等」には、精神保健福祉士国家試験受験資格が取得可能な大学等 

             を含む。 

 

【図3-Ⅰ-7-３】社会福祉士の主な資格取得方法 
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【図3-Ⅰ-7-４】介護福祉士の主な資格取得方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成29(2017)年度以降、養成施設ルートの卒業生は国家試験の受験が義務付けられま

したが、経過措置として、養成施設を令和８(2026)年度までに卒業する方は、卒業後

５年間続けて介護等の業務に従事すること、もしくは、この間に国家試験に合格する

ことで、介護福祉士としての登録を継続することができます。 

 

【図3-Ⅰ-7-５】精神保健福祉士の主な資格取得方法 

 
 

＜訪問介護員（ホームヘルパー）＞ 

○ 社会福祉法人、学校法人、株式会社等を介護員養成研修の事業者として

指定することにより、多様なニーズに対応できる訪問介護員の養成機会の

確保を図ります。 
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【図3-Ⅰ-7-４】介護福祉士の主な資格取得方法 
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【表3-Ⅰ-7-2】介護員養成研修の実施状況 

（令和元(2019)年度） 

区    分 事業者指定数 年間修了者数 

介護員養成研修 56 428人 

 

【図3-Ⅰ-7-６】訪問介護員の養成研修 

 

〔数値目標25〕介護員養成研修修了者 

指    標 令和元年度 
(2019) 

令和５年度(目標値) 
(2023) 

介護員養成研修修了者数（累計） 5,613人 7,400人 

 

 

＜医療的ケアを実施できる介護職員等＞ 

○ 特別養護老人ホーム等の施設や在宅等において、医療的ケア（喀痰吸引

及び経管栄養など）を実施できる人材の確保及び資質の向上を図るととも

に、より安全にケアの提供が行われるよう、研修体制の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

介護福祉士養成のための

実務者研修

＜450時間＞

介護員養成研修

・介護職員初任者研修

＜130時間＞

・生活援助従事者研修

＜59時間＞

訪問介護員
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【図3-Ⅰ-7-７】介護職員等による医療的ケアに係る研修制度概要 

   〔数値目標26〕医療的ケアを実施できる介護職員等の認定 

指 標 令和元年度 
(2019) 

令和５年度(目標値) 
(2023) 

医療的ケアを実施できる介護職員等の認定件数 4,162件 4,930件 

＜保健師・助産師・看護師・准看護師＞ 

○ 在宅医療ニーズ等の増加に伴う需要増や医療の高度化・専門化、チーム

医療の推進等に対応するため、看護職員の養成確保、離職防止・再就業支

援、資質向上を柱とした看護職員確保対策に取り組みます。 

【表3-Ⅰ-7-3】看護職員養成施設の状況 

（令和２(2020)年４月１日） 

区 分 施設数 総定員 入学定員 

保健師・助産師・看護師養成施設 １ 320人 80人 

保 健 師 ・ 看 護 師 養 成 施 設                ３ 710人 175人 

助 産 師 養 成 施 設 １ 12人 12人 

看 護 師 養 成 施 設                17 2,770人 975人 

准 看 護 師 養 成 施 設                10 940人 410人 

計 32 4,752人 1,652人 
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【表3-Ⅰ-7-2】介護員養成研修の実施状況 
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【図3-Ⅰ-7-７】介護職員等による医療的ケアに係る研修制度概要 
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２ 福祉・介護人材の資質の向上 

 多様化・高度化する福祉・介護ニーズに的確に対応できる人材の養成及びそ

の定着を図るため、キャリアアップや従事者の職種、経験に応じた専門性の向上の

ための研修を充実します。 

 

(1) キャリアパスに対応した研修等の計画的な実施 

○ キャリアパスに対応した生涯を通じた研修体系を構築し、施設職員研修を

計画的に実施します。 

○ 認知症介護実践者及びその指導的立場にある者に対する実践的な研修や、

認知症介護を提供する事業所を管理する立場にある者等に対する適切なサー

ビスの提供に関する研修を、経験年数や役職等に応じて段階的・計画的に実

施します。 

○ 質の高い訪問介護サービスの提供を図るため、サービス提供責任者やサー

ビス提供責任者選任要件を満たす訪問介護員に対して、訪問介護計画の作成

等に関する研修を計画的に実施します。 

○ 介護支援専門員の研修体系に基づき、キャリア段階ごとに適切な研修を実

施し、介護支援専門員の資質及び専門性の向上を図ります。 

○ 地域包括支援センターや介護事業所におけるケアマネジメントの中核的役

割を担う主任介護支援専門員の計画的な養成・確保を図ります。 

 

(2) 専門性の向上を図るための研修の充実 

○ 地域包括ケアシステムの構築を支援するため、地域包括ケアシステムの中

核的な役割を担う地域包括支援センター職員に対して、コーディネート力の

養成をはじめとする研修を実施します。 

○ 認知症の人の早期発見やケア、家族の支援に関わる保健、医療、福祉専門

職員に対する専門研修を実施し、認知症介護・医療の質的な向上を図ります。 

○ 看護職員に対する医療的観点からの実践的な知識・技術の習得を図る研修

を実施し、介護施設における身体的拘束の廃止に努めます。 

○ 介護支援専門員等に対する専門的な福祉用具・住宅改修に関する研修を実

施し、在宅で生活する要介護者の自立支援や生活の質の向上を図ります。 

○ 介護予防ケアマネジメントに従事する介護支援専門員や関係職員に対し

て、介護予防サービス計画の作成や介護予防に関する研修を実施し、質の高

い介護予防サービスの提供を図ります。 
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＜理学療法士・作業療法士・言語聴覚士＞ 

   ○ 県内には、理学療法士養成施設が３箇所、作業療法士養成施設が２箇所、

言語聴覚士養成施設が１箇所設置されており、質の高い理学療法士、作業

療法士及び言語聴覚士の確保が図られています。 

 

【表3-Ⅰ-7-4】理学療法士・作業療法士・言語聴覚士養成施設の状況 

（令和２(2020)年４月１日） 

区    分 施設数 総定員 入学定員 

理学療法士養成施設 ３ 560人 160人 

作業療法士養成施設 ２ 240人 60人 

言語聴覚士養成施設 １ 80人 20人 

 

＜管理栄養士・栄養士＞ 

○ 高齢者の健康的な生活習慣の確立や生活習慣病の予防・重症化予防に向

けた支援、入所施設及び介護予防事業における栄養指導など、サービスの

充実に向けて、養成・確保を図ります。 

 

【表3-Ⅰ-7-5】管理栄養士・栄養士養成施設の状況 

（令和２(2020)年４月１日） 

区    分 施設数 総定員 入学定員 

管理栄養士養成施設 ２ 300人 80人 

栄養士養成施設 ２ 160人 80人 

 

＜歯科衛生士・歯科技工士＞ 

○ 高齢者に対する８０２０運動の普及啓発や介護予防のための歯・口腔の

健康づくりへの支援など、サービスの充実に向けて、養成・確保を図りま

す。 

 

【表3-Ⅰ-7-6】歯科衛生士・歯科技工士養成施設の状況 

（令和２(2020)年４月１日） 

区    分 施設数 総定員 入学定員 

歯科衛生士養成施設 １ 270人 90人 

歯科技工士養成施設 １  66人 22人 
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２ 福祉・介護人材の資質の向上 
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３ 労働環境・処遇の改善 

 福祉・介護の業務に安心して従事できるよう、労働条件・職場環境の改善や福利

厚生の充実など、働きやすい環境づくりを支援します。 

 

(1) 労働条件・職場環境の改善と福利厚生の充実 

○ 介護事業所の処遇改善を図るため、各種研修への職員参加の促進や適切な

給与水準の確保が図られるよう努めます。 

○ 介護事業所に対して、エルダー・メンター制度に関する研修や導入支援を

行い、新人介護職員の早期離職防止やキャリア形成を促進します。 

○ 事業者や従業者に対し、労働基準法をはじめ労働関係法規の内容の周知と

理解を図ることにより、雇用環境の改善を進めます。 

○ 労働時間、年次有給休暇等の労働実態やワーク・ライフ・バランスの推進

などの調査を実施し、働き方改革の施策検討の基礎資料として活用します。 

○ 育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度など多様で柔軟な働き方

が可能となる制度の普及や、それらを利用しやすい職場環境づくりを進めま

す。 

○ 資格や経験を適正に評価する制度の導入やキャリアアップのための研修参

加を促進するなど、介護職員が働きやすい職場環境づくりを支援します。 

○ 独立行政法人福祉医療機構が実施する退職手当共済事業や社会福祉施設職

員が出産又は傷病のために長期休暇を必要とする場合の代替職員の雇用に要

する経費を助成します。 

○ 福祉施設職員の労働環境の改善を図るため、県健康福祉財団が実施する、福

祉職員等退職手当共済事業及び福祉施設職員福利厚生事業の充実が図られる

よう支援します。 

○ 各地域における社会福祉法人等の連携強化を図り、複数の小規模な社会福祉

法人等が協働して行う地域公益活動や経営労務管理体制の底上げを図る取組

を支援します。 
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４ 業務の効率化と質の向上 

 介護現場における業務の効率化と質の向上を図るため、業務仕分けやロボット・

ＩＣＴの活用等による介護現場の業務改善や職員の負担軽減に向けた取組を支援

するとともに、介護分野の文書に係る負担軽減に取り組みます。 

 

(1) 介護現場における取組の促進 

〇 市町や関係団体と連携して、介護現場における業務仕分けの推進、普及に

取り組みます。  

○ 介護職員の業務を細分化し、介護未経験者の高齢者にも対応可能な比較的

簡単な業務を担う介護助手の雇用を促進することにより、介護職員が担う業

務の効率化と質の向上を図ります。 

〇 介護ロボットの導入を支援し、介護職員の身体的負担の軽減や業務の効率

化など、働きやすい職場環境の整備を促進します。 

○ 介護事業所に対して、ＩＣＴの導入支援や導入に向けた普及啓発を行い、

ＩＣＴ機器・ソフトウェアの活用による間接的業務の効率化、紙やＦＡＸ等

で送られていた情報のデータ連携などによる介護現場における業務効率化と

質の向上を図ります。 

 

〔数値目標27〕業務の効率化と質の向上 

指    標 令和２年度 
(2020) 

令和５年度(目標値) 
(2023) 

ＩＣＴの普及に関するセミナーの参加者数（累計） － 300人 

 

(2) 文書に係る負担軽減等 

〇 介護分野の文書に係る申請様式や添付書類、手続の簡素化など、文書に関

する負担軽減に取り組みます。 

○ 介護分野の文書に係る負担軽減を図るため、介護事業所に対し、ＩＣＴ導

入に向けた普及啓発や支援を図ります。 
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